
議第94号

       令和 ２ 年度宮津市下水道事業会計補正予算（第2号）

第 １ 条  令和２年度下水道事業会計の補正予算（第2号）は、次に定めるところによる。

第 ２ 条  令和２年度下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

収              入

   第 １ 款    下水道事業収益 １１，１８６千円 ９１６，１３４千円

      第 ２ 項  営業外収益 １１，１８６千円 ６２０，０７１千円

支              出

   第 １ 款    下水道事業費用 △３３，１５０千円 ９２９，６３９千円

      第 １ 項  営業費用 △３２，５３３千円 ８０１，４８５千円

      第 ２ 項  営業外費用 △６１７千円 １１９，８０２千円

第 ３ 条  予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３１，９２７千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２０８，０９５千円」

   に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

 

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

収              入

   第 １ 款    資本的収入 ５９６，２３２千円 ２３，８０９千円 ６２０，０４１千円

      第 ３ 項  補助金 ４３，６７６千円 ５４，５９３千円 ９８，２６９千円

      第 ４ 項  出資金 ３０，７８４千円 △３０，７８４千円 ０千円

支              出

   第 １ 款    資本的支出 ８２８，１５９千円  △２３千円 ８２８，１３６千円

      第 １ 項  建設改良費 １１０，３９３千円  △２３千円 １１０，３７０千円

第 ４ 条  予算第７条に定めた経費の金額を次のように改める。

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

      職員給与費 ３４，５２４千円 △１０６千円 ３４，４１８千円

９０４，９４８千円

６０８，８８５千円

９６２，７８９千円

８３４，０１８千円

１２０，４１９千円
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第 ５ 条  予算第８条に定めた補助金の金額を次のように改める。

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

     一般会計からの補助金 ４６３，４９５千円 ５４，３３１千円 ５１７，８２６千円

        令和２年11月30日提出

宮津市長　城　﨑　雅　文
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  収      入

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 下水道事業収益 904,948 11,186 916,134

2 営業外収益 608,885 11,186 620,071

1 他会計補助金 365,226 54,331 419,557 一般会計補助金 54,331 一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 170,260 11,448 181,708 長期前受金戻入 11,448 長期前受金戻入 11,448

　国庫補助金

　府補助金

　他会計補助金

　受益者負担金

5 資本費繰入収益 60,918 △ 54,593 6,325 資本費繰入収益 △ 54,593 資本費繰入収益 △ 54,593

　一般会計繰入金

  支      出   

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 下水道事業費用 962,789 △ 33,150 929,639

1 営業費用 834,018 △ 32,533 801,485

1 管渠費 17,564 △ 25 17,539 手当 △ 21 職員給与費 △ 25

法定福利費 △ 4 　一般職職員給与費

2 ポンプ場費 19,222 △ 15 19,207 手当 △ 13 職員給与費 △ 15

法定福利費 △ 2 　一般職職員給与費

5 総係費 25,714 △ 43 25,671 手当 △ 17 職員給与費 △ 43

法定福利費 △ 3 　一般職職員給与費

賞与引当金繰入額 △ 23

6 減価償却費 470,617 △ 32,450 438,167 有形固定資産減価 △ 17,931 有形固定資産減価償却費 △ 17,931

償却費 　構築物

　機械及び装置

　車両運搬具

　工具、器具及び備品

無形固定資産減価 △ 14,519 無形固定資産減価償却費 △ 14,519

償却費 　施設利用権

△ 25,432

7,235

252

△ 14,519

下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画及び各目明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額

△ 5,775

△ 165

17,230

158

△ 54,593

△ 25

△ 15

△ 43

14
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補正前の額 補正額 計 区　　分

2 営業外費用 120,419 △ 617 119,802

1 支払利息及び企業 120,409 △ 617 119,792 企業債利息 △ 617 支払利息 △ 617

債取扱諸費 　企業債利息

   収      入

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 資本的収入 596,232 23,809 620,041

3 補助金 43,676 54,593 98,269

1 他会計補助金 43,676 54,593 98,269 一般会計補助金 54,593 一般会計繰入金

4 出資金 30,784 △ 30,784 0

1 他会計出資金 30,784 △ 30,784 0 一般会計出資金 △ 30,784 一般会計出資金

   支      出

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 資本的支出 828,159 △ 23 828,136

1 建設改良費 110,393 △ 23 110,370

1 公共下水道費 62,901 △ 23 62,878 手当 △ 20 職員給与費 △ 23

法定福利費 △ 3 　　一般職員職員給与費

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額

△ 617

（単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額

△ 23

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額
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（ 単位： 円 ）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 14,235,000

減価償却費 438,167,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,850,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 500,000

長期前受金戻入額 △ 181,708,000

資本費繰入収益 △ 6,325,000

支払利息 119,792,000

未収金の増減額（△は増加） △ 49,015,800

　小　　計 309,025,200

利息の支払額 △ 119,792,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 189,233,200

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 196,828,000

投資活動による未払金等の増減額（△は減少） 50,510,000

長期前受金の受け入れによる収入 145,338,320

他会計からの繰入金による収入 6,325,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー 5,345,320

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 575,200,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 717,765,049

他会計からの出資による収入 0

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 142,565,049

52,013,471

0

52,013,471

令和２年度  下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高 -63-



令和3年3月31日

（ 単位： 円 ）

１ 固定資産

（１）

ア 16,670,065,419

5,176,160,674 11,493,904,745

イ 473,950,844

252,806,113 221,144,731

ウ 1,420,230

1,027,792 392,438

エ 1,110,810

873,332 237,478

オ 748,000

11,716,427,392

（２）

ア 2,778,880,711

2,778,880,711

（３）

ア 139,814,846

139,814,846

14,635,122,949

２ 流動資産

（１） 52,013,471

（２） 54,331,748

ア △ 500,000 53,831,748

（３） 4,680,069

110,525,288

14,745,648,237

令和２年度  下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

短 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３ 固定負債

（１） 8,744,920,857

8,744,920,857

４ 流動負債

（１） 704,574,712

（２） 37,636,660

（３） 2,598,000

ア 2,598,000

（４） 17,303

744,826,675

５ 繰延収益

（１） 9,211,046,434

（２）長期前受金収益化累計額 △ 2,941,822,247

6,269,224,187

15,758,971,719

６ 資本金 0

７ 剰余金

（１）利益剰余金

ア 1,013,323,482

1,013,323,482

△ 1,013,323,482

△ 1,013,323,482

14,745,648,237

負 債 の 部

企 業 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金 合 計

負 債 資 本 合 計

欠 損 金

繰 越 欠 損 金

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

-65-



注記

Ⅰ.重要な会計方針
当年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

1 　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　○○原価法による先入先出法

2 　固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数
　構築物 ８年～50年
　機械及び装置 ６年～20年
　車両運搬具 ５年
　工具器具及び備品 ２年～15年

(2) 無形固定資産
・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数
　施設利用権 50年

3 　引当金の計上方法
(1) 賞与引当金

(2) 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

4 　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の
　負担に属する額を計上している。
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給　　与　　費　　明　　細　　書

　　　１　総　　括

区　　　分 備　　　考

0

0

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

比　　　較 資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員補　正　後 1

合　　計 4

4

0

0

退職手当時 間 外 宿日直

11,422 10,602 26,125

2,303

△ 70

5,656

22,024

1,555 8,293

34,418

6,738

26,208

△ 20

5,672

△ 70

△ 3

1,558 8,316

△ 83

34,524

4,114

12,995

△ 20

△ 90 △ 106△ 90

28,852

6,7582,3234,435

15,857

22,094

0

(千円) 

手　　当

単身赴任

手　　当手　当

特殊勤務

246 130

246 130

通　勤

(千円) 

3,354

0

△ 16

△ 23

勤　勉期　末管理職員特別管理職

手　当

2,130

(千円) 

4,693

2,064

2,064

0

2,130 3,354

00△90

4,603

(千円) 

手　当 勤 務 手 当

補　正　前

手　当

住　居
・

手

当

等

の

内

訳

・
0

(千円) 

組合負担金

(千円) 

手　当

(千円) (千円) (千円) 

手　当勤務手当

(千円) 

0

補正前

扶　養

手　当区　分

比　較

378

補正後

(千円) 

378

(千円)

0

△ 13

3 4,101

1

(千円) 

福利費

(人) (千円) (千円)

給　料 賃　金 計

(千円)

手当等

(千円)

一般職 報　酬 合　計

(千円)(千円)

法　定職 員 数 給　　与　　費

特別職

3

(人)

4,435

15,857

10,672

28,762

11,422

12,905
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          ２　給料及び手当等の増減額の明細

増 減 額
（千円）

職員手当等 △ 90  給与改定による増減分 　期末手当

          ３　級　別　職　員　数

職員数(人) 構成比(％) 級 構成比(％)

　  １  

　  ２  

２　 ５０.０ ３ ５０.０ 

２　 ５０.０ ４ ５０.０ 

　  ５

　  ６

４　 １００.０ 計 １００.０ 

△ 90 

区　　分 増 減 事 由 別 内 訳 説                  明
（千円） （千円）

備                           考

２  

２  

５

６

３

４

  

  

計 ４  

行

政

職

  

  

１

２

級 職員数(人)

２年 １１ 月 １ 日現在 ２年 ８ 月 １ 日現在

△ 90 

区　分
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